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三浦半島脱炭素モデル地域事業計画モビリティを核としたゼロカーボン半島の実現

三浦半島地域の特性・課題

豊かな自然環境

✓ 都心から40-60km圏

内にありながら、海と

山に囲まれた自然豊

かな地域

少子高齢化の進展

✓ 既に人口減、高齢化

率も30%超

✓ 県内では少子高齢化

が深刻な地域

地域資源を生かした産業

✓ 自然の観光資源を活

用した観光業や、農

畜水産業が盛ん

自然

環境

産業

生活

地域特性 地域の共通課題

関係人口・交流人口の増加

交通不便さ・渋滞の解消

• 県内で特に人口減少、高齢化の進

んでいる地域であり、また、入込観光

人口も新型コロナウイルスの影響で

減少しており、「仕事」や「観光」など

の切り口により、地域の関係人口や

交流人口を増やし、地域の賑わいを

作る必要がある。

• 半島特有の交通利便性の悪さや観

光シーズンには観光客が大量流入し

交通渋滞やマイカーの温室効果ガス

排出への対応などが求められる。

横須賀市

葉山町

逗子市

三浦市

鎌倉市

◼ 対象地域

➢ 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市

及び葉山町

◼ 地域特性と課題

➢ 本地域は都心アクセスが良好ながら海と

山に囲まれて暮らせる自然環境が大きな

魅力であり、それを生かした産業が盛んであ

るが、一方で少子高齢化が県内他地域に

先んじて進展している。

➢ そのため今後は、関係人口・交流人口の

増加や交通不便さ・渋滞の解消へ取り組

むことが求められている。

◼ 三浦半島が目指す将来像

◼ 具体施策の方針

➢ 観光型MaaS「三浦COCOON」をはじめとした既存の取組を生かし、本地域の共通課
題である交通不便さ・渋滞の解消に取り組むために、三浦半島魅力最大化プロジェ

クトなど、既存の県施策との連動も含め、本事業ではモビリティサービスを核としたゼ

ロカーボン施策について検討を深めることとした。

検討方向性

脱炭素で創り上げる三浦半島らしいライフスタイル！

オンの場 オフの場

都心に近い利便性

と豊かな自然環境を

生かした働き方を実現

マリンスポーツや農産・

水産物など、三浦半島

ならではの魅力を提供

モビリティサービス

日々の生活もレジャー観光も

誰もが便利で快適に移動
新たな発想で

イノベーション創出

自然からの刺激

リフレッシュ

脱炭素モビリティの拡大

✓ 地域の魅力である自然環境を

守るためのモビリティ脱炭素化

EV活用の推進

モビリティの再エネ活用

地域内交通の利便性向上

✓ 関係人口の増加・維持の

ための移動利便性向上

交通渋滞解消

交通難民の解消

県内再エネ

地産地消の拡大

効果拡大のための仕組みづくり

✓ 脱炭素モビリティの環境効果

最大化の仕組み整備

①モビリティのEV化

③脱マイカーへの行動変容

②モビリティを活用したVPP

④再エネやクレジットの活用

モビリティ×ゼロカーボンの課題

新しいワーク＆ライフスタイルを地域内外に発信して下記を実現

施策の検討方針

4つの柱で検討

各種施設もモビリティ

サービスもゼロカーボン

地域のブランド確立、

魅力度アップ

新たな人の流れを創出、

関係（交流）人口増加

防災力が向上、

快適な住環境を実現
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◼ 観光客、出張客等に関する将来像

➢ 便利なEVモビリティサービスがインセンティブと合わせて提供されており、
環境負荷の低い移動が実現、半島内の道路渋滞も解消される。

◼ 地域住民に関する将来像

➢ EVモビリティやシェアサービスの拡大、VPPの構築により、環境に優しく、移
動や災害時電力の不安が軽減された生活が実現される。

将来イメージ

鉄道

住宅地

学校

住宅地

公共施設

商業施設

（スーパー等）

住宅地

オフの場
ワーク

スペース

駅

都心

医療施設 商業施設

人の流れ
情報の流れ

（イメージ）

【凡例】

施策の

効果

休日のレジャーへの移動は、

環境に優しい公共交通機関の利用が中心

環境負荷の低い車両が地域

内の移動や買物をサポート

観光モビリティ拡張により、公共交通

が少ない郊外間の移動が容易

観光モビリティへのアクセスが容易になったことで、

マイカー利用が減少し、渋滞が解決

地域VPPが構築され、効率的な

電力利用をサポート。

災害時の電力供給体制が確立

ZEB・ZEHが増加

再エネ電力発電設備が増加し、

再エネ電力の地産地消が普及

EV軽トラック EVコミュニティバス

EVタクシー EVバス
EVカーシェア EVバス

EV

公用車EV

オンデマンド

EVバス

公用車EV等のカーシェアリング

を活用し、シームレスに移動

オンデマンドEVバスが運行し、

ニーズに沿った移動が可能

オンの場

宿泊施設

都心
ヘリコプター

キャンピング

カー

シェア

サイクル

EVカーシェア

駅
鉄道

トゥクトゥク

観光施設・

公共施設

電動キックボード

電動キックボード

など多様なモビリティ

で三浦半島を周遊

観光情報配信・

お得な切符販売

EVバス

現地で観光情報を

検索・予約・決済

住宅地

小型BEV

✓ 観光情報の発信

✓ 予約

✓ 決済

✓ デジタルチケット

✓ マルチモーダル経路探索

MaaS

生活に関する

将来イメージは

次ページ参照

各種施設（駅、商業施設など）では

再エネ電力プランを活用

ナビゲーション

で混雑回避

EVバスやEVタクシーが活躍
インセンティブ獲得と環境負荷の低い移動

を目的に、自動車以外のモビリティサービス

利用が活発になり、渋滞が解消

環境に優しい公共交通機関を活用して三浦半島

を来訪。半島で使えるインセンティブを獲得

観光地

利用需給に沿ったモビリティサービスが普及し、

待ち時間が少ないスムーズな移動が実現

EVタクシー
EVバス

人の流れ
情報の流れ

（イメージ）

【凡例】

施策の

効果

自然資源を活用したブルーカーボンクレ

ジットにより使用電力を再エネ化

オフの場三浦

COCOON

施策内容と実施ステップ

◼ 施策の関係性

➢ 三浦半島で実施する施策の柱①～④は、それぞれが相互に補完して施策全体

の効果を高めていくものである。

◼ 実施ステップイメージ

➢ どれか一つの柱のみを進めるのではなく、全ての柱で可能な施策

から順次着手する進め方を想定する。

施策の柱①

モビリティのEV化

施策の柱②

モビリティを

活用したVPP

施策の柱④

再エネやクレジットの活用

施策の柱③

脱マイカーへの

行動変容
電力制御

に沿った

移動促進

EVを再エネで充電

実証

導入

Step1 概ね2023～2025年度 Step2 概ね2026～2030年度

①

モビリティ

のEV化

②

モビリティを

活用したVPP

③

脱マイカー

への行動変容

④

再エネや

クレジットの

活用

VPP実証 VPP①のEVを本格投入

公用車 順次EVへ切替

バス 中型車両から順次EVへ切替

タクシー 順次EVへ切替

オンデマバス 実証 オンデマバス 本格運行、拡大

環境ポイント実証 環境ポイント 本格導入、拡大

地域再エネ 新メニュー提供

ブルーカーボン クレジット発行

施設のゼロエミ化 ソーラー等順次設置、新築・改修時のZEB・ZEH推進

観光モビリティ 地域住民向けにエリア拡大

公用車のEV化や関連設備の整備等
から先行、ポイント等の実証も検討

EV切替の拡大と合わせ、カーボン
オフセットなど関連施策を推進

ブルーカーボン
モニタリング

充放電設備 公共・民間ともに順次設置

脱炭素アクション
認知・体験促進

三浦
COCOON



◼ 今後の検討項目

➢ 本事業計画で検討した各施策を着実に推進するために、今後は検討体制の立ち上げやメリット・将来展開の精査など、下記3点について検討を深める必要がある。

（以下は現時点での想定内容であり、これらをベースに今後検討を進める）

今後の検討項目

⚫ 検討した施策の実行にあたっては、関係市町や民間事業

者の協力が不可欠である。

⚫ そこで積極的な協力を得るために、CO2削減効果以外の
効果（主に金銭的に算出可能なメリット）について引き

続き整理を進める必要がある。

⚫ 関係市町や民間事業者と連携して本事業計画に取り組

むために、関連プレイヤーが集まり事業の検討・推進に向け

て連携する体制が必要である。

⚫ この体制の中では、本事業計画に留まらず関係人口増加

に向けた様々な施策を取り扱うことも想定される。

巻き込むべきプレイヤーの整理

自治体や交通事業者以外に、連携する各種業種の巻き込みが

想定される。COCOONファミリーなど既存枠組の活用も検討する。

想定される効果の整理

モビリティサービスなどの充実による効果や、関係人口の増加・地

域の賑わいの増加による経済効果について検討・試算を行う。

◼ 現時点で想定される関連プレイヤー（これまでの取組内容などから想定）

民間事業者自治体

交通事業者 金融機関

観光事業者 小売事業者

具体的なプレイヤーは今後検討

県及び三浦半島地域4市1町

事業実施に向けた連携体制1

地域に与えるメリット2

地域外への横展開可能性3

◼ 現時点で想定される効果

EVモビリティサービ

スやインセンティブ

の導入・普及

オフの場の充実

観光地の

賑わい増加

オンの場の整備

新たなワーク

スタイル確立

・・渋滞緩和効果

【参考】観光客消費額*

• 宿泊客:18,699円/人

• 日帰り客:5,317円/人

【参考】勤労者世帯消

費額*

• 年間約627万円/世帯

右記を

実現

交通渋滞の緩和

関係人口増による新た

な交通渋滞も抑制

*経済効果出所：神奈川県「令和3年神奈川県観光客消費動向等調査地域分析報告書横須賀・三浦」、総務省「家計調査年報（家計収支編）令和3年家計の概要」

①観光客増加 ②定住人口増加
経済効果

◼ 現時点で想定される横展開地域 ◼ 現時点で想定される横展開の効果

同じような移動課題を抱える地域

観光渋滞が頻繁に発生

移動難民が増加すると想定

県西地域 箱根エリア

湘南地域 江の島エリア など

川崎・横浜地域、及び県央地域

高齢化が進むニュータウン全般

②EVモビリティサービスの普及・定着

EV台数などの規模拡大により、

導入コストや保守コストが低減

①導入・保守のスケールメリット

県内の様々な地域でEVモビリ

ティサービスやインセンティブが普

及し、日常的な利用が促進

当面の

検討内容

当面の

検討内容

当面の

検討内容

⚫ 本計画で検討した施策を、同じ施策が有効と考えられる

県内他地域へ横展開し、CO2削減効果の拡大や地域課
題解決の広がりを見込む。

⚫ 横展開で事業規模が拡大することで、スケールメリットや

サービスの普及・定着といった効果も期待される。

県内の地域課題を整理し、横展開の候補地域を抽出

県内他地域の地域課題を整理して横展開の有望候補となる地

域を抽出し、今後の横展開計画について検討する。

鎌倉市

葉山町

三浦市

横須賀市

逗子市

神奈川県

京急電鉄 横浜銀行
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